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会計理論の特質
松尾車正
I はじめに
バックリー・カーチャー・マシューズによる会計学方法論の必要性のアピ
1) 
ールを始めとして，ここ数年方法論争が盛んに行なわれてきたが，近年の傾
向は， A.A.A.がアカウンティング・レビュー誌の特集号で 1971年に発表
2) 
した「会計理論の構成と検証委員会報告」を代表として，会計理論に対する
経験的検証 (empiricalverification)を求める議論である。そしてこの議論の
背後にあるのは自然科学と社会科学という経験科学の二分法に対して，その
3) 
意義についての疑惑の態度，言い換えれば経験科学一元論，科学全体につい
てみれば経験科学と非経験科学の区別である。
本稿は会計理論がこのような最近の傾向を反映しうるものかどうかの検討
を通して，会計理論の特質を識別しようとするものである。
1) John W. Buckley, Paul Kircher and Russell L. Mathews, Methodology in 
Accounting Theory, Accounting Review, April 1968, p. p. 274~ 
2) A. A. A. the Committee on Accounting Theory Construction and Verification, 
Report of the Committee on Accounting Theory Construction and Verification, 
Accounting Review, Supplement to Vol. XLVI 1971, p. p. 51-81 
3)この A.A.A．委員会報告に重要な影蓉を及ぼしていると思われるヘンペルは「自然
科学と社会科学の区別の基準は経験科学を非経験科学から区別する基準に比べると
はるかにあいまいであり••…•（中略）……科学的探究の方法およびその論理的基磯に
ついてのわれわれの発見の多くは， 自然科学についてのみならず社会科学にも適合
するということを知るであろう」とのべている (CarlG. Hempel, Philosophy of 
Natural Science, (Prentice-Hall, Inc., 1966)黒崎宏訳「自然科学の哲学」（培風
館昭42)1-2頁）。
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1[ 二つの真理観
このような問題を検討するに際して，差し当りウイリアムスとグリフィン
の見解を追っていくことにしよう。彼等によると，真理の問題すなわち理論
検証の問題は，科学哲学に関心をもつ学者によって研究されてきた問題だが，
そこには相異なる 2つの真理観が存在しているという。一つは数学者が関心
を抱く真理観であり，他は自然科学者が関心を抱く真理観である。 「前者は
1) 
最も純粋な抽象を扱い，後者は具休的・硯実の世界を扱う」という。
これらを詳述するにあたって，彼等はヘンペルの見解を引用する。ヘンペ
ルは，・数学における真理について，次のように述べている。
数学上の定理は，それが演繹される一組の公理に対するある相対的な開係
において確実である。すなわち公理が真ならば定理は必然的に真である。こ
ういえるのは，定理は厳密にいえば，公理で規定された事柄の一部の単なる
言い換えにすぎないからである。この条件付のクイプの真は，明らかに経験
的事実の問題に関する主張を何等含んでおらず，従って，いかなる経験的発
見ーその発見が最も思いもよらないようなものであってもーとも矛盾に陥い
ることは決してありえない。その結果，経験科学の仮説や理論とは遮ってが
それは新証拠による否認という運命に遇うことは決してありえない。数学的
真はそれが事実にもとづく内容，すなわち経験的内容を欠いているために，
反駁できないほど確かである。従って，幾何学の如何なる定理も，上述の条
件形式にあてはめると，論理学の専門的な意味で分析的であり，かくしてア・
プリオリーに真である。すなわちその真は経験的資料に何等関係なく，論理
2) 
のみの形式体系によって確証されうる，と。
1) Thomas H. Williams and Charles H. Griffin, On the Nature of Empirical 
Verification in Accounting, ABACUS, December 1969, p.144 
2) Ibid., p. 1仕（尚，この引用は彼等（ウイリアムスとグリフィン）がヘンペルの
"Geometry and Empirical Science", in The World of Mathematics by James 
R. Newman (ed.) p. 1638から引用したものであるが，ヘンペルのこの原典が入
手できなかったので，彼等の論稿からの引用とした）
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一言でいえば，数学における真理は論理的真理であり，数学における理論
の検証は，公理から定理を演繹するに際しての論理的一貫性に求められると
いえる。
これに対して，自然科学の真理について，同じくヘンペルは次のようにの
ペている。
科学的理論は空間に浮かぶ複雑なネットワークにたとえられうる。理論の
用語は，ネットワークでは節によって表わされ，節に結びつく糸は，一部は
定義に，一部は理論に含まれている基本的仮説及ぴ派生的仮説に相当する。
全休系は，いわば，観察の平面上に浮かぴ，解釈に関する規則によって，観
察の平面に固定される。解釈規則はネットワークの一部ではなくて，ネット
ワークのある点を，観察の平面の特定の場所と繋ぐ紐と見倣される。この解
釈上の繋がりによって，ネットワークは科学的理論としての職能を遂行する
ことができる。ある観察による資料から，われわれは解釈の紐を経由して，
理論的ネットワークのある点に上がり，そこから定義．と仮説を通って他の点
3) 
に進み，この点から他の解釈の紐を通って観察の平面に降りる，と。
この理論的ネットワークと観察の平面との関係を，スターリングは次のよ
4) 
うな図で示している。
5) 
この図に示されて．いるように，記号論的視軸から，理論構成とその検証を
みていこうとするのが，ヘンペルの見解であるが，ヘンペルは数学における
真理と自然科学における真理との更に明確な区別を期すために，純粋幾何学
3) Carl G. Hempel, Fundam⑰ tals of Concept Formation in Empirical Science, 
International Encyclopedia of Unified Science, Vol. I, No. 7(The University 
of Chicago Press. 1952) p. 36 
4) Robert R. Sterling, On Theory Construction and Verification, Accounting 
Review, July 1970, p.448 
5)記号論では構文論，意味論のほかに記号と記号を利用する人との関係を扱う語用論
の領域があるとされている (CharlesW. Morris, Signs, Language and Behavior, 
(Prentice-Hall, Inc., 1946) p. p. 217-219 寮金吉訳「記号と言語と行動一意味
の新しい科学的展開ー」（三省堂昭35),250-252頁）。
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(pure geometry)における概念が，自然幾何学 (physicalgeometry)において
どのような意味を付与されるかについて，点や線の概念を例証しながら次の
ようにのべている。
物理学の対象に関する表明に際して，自然科学者が点・瞑線等の概念を用
いる場合，明らかに，彼はそれらの概念の各々を多かれ少なかれ一定の物理
学上の意味と関係付けている。従って， 「点」という用語は物理学的な点，
すなわちピンの先，相交差する毛髪の交点等によって例証される種類の対象
を示すのに役立つ。同様に， 「直線」という用語は，真っ直ぐに張った糸や
光線の経路によって例証されるように，物理学的な意味で直線といわれる。
同様に，他の幾何学上の概念は，自然幾何学の表明にあたっては，具体的な
物理的意味をもつ。かくして，われわれは，自然幾何学は現代の論理学では
純粋幾何学についての意味論的解釈と呼ばれるものによって得られる，とい
うことができる。一般的にいえば，その基礎要素が何等特定の意味を付与さ
れていない純粋数学理論についての意味論的解釈は，各基礎要素（そして従
って間接的には各定義された用語）に特定の意味あるいは指示対象を与える
6) 
ことからなる，と。
従って，自然科学は数学における論理形式の力を借りて演繹結果を導き出
すが，自然科学の理論が数学の理論と異なるのは，この演繹結果が，現実界
6) Williams and Griffin, op. cit., p. 147 
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でもって照らし合わされることを，絶えず要求される点にあることになる。
すなわち数学理論と自然科学の理論との相遮は，当該理論が，前図でいえば，
観察の平面との交渉を有するか否か，すなわち当該理論に現実の世界を指示
する経験的意味が付与されているか否か，言い換えれば，意味論的解釈が施
されているか否かによるものであり，かくして自然科学における真理とは，・
数学理論における真理が論理的真理であったのに対して，その命題が「われ
7) 
われが経験する事実」に関する命題でなければならない点で，経験的真理で
あるといえる。そしてまたこのことは，数学理論の検証が，公理から定理を
演繹するに際しての論理的一貫性に求められたのに対して，自然科学におけ
る理論の検証は，理論命題の観察しうる現象への照合に求められることを意
味する。
しかしながら，自然科学の理論検証において重要なのは，自然科学者が論
じているのは，彼の仮定の真偽についてではなくて，現実の世界すなわち観
8) 
察しうる現象への演繹された結果の一致についてであり，仮定さらには理論
の妥当性は演繹結果の事実への照合によって検証されるということである。
かくて，ここに 2つの真理が明らかになった。一つは論理一貫性の意味で
の真理であり，他は演繹結果の事実との一致の意味での真理である。
前者については，数学，論理学等の純粋科学あるいは非経験科学には，特
に重要なウエイトを割り当てられるが，そのような知識領域にとどまらず，
9) 
「理論とは一連の疑集力ある………」というウェブスターの定義にみられる｀
ように，また「理論とは，体系的に連関している立言の集合であって，……
10). 
（中略）……体系的連関性とは，演繹的連襲性のことである」というラドナー
の定義にみられるように，すべての理論に要求される特性であり，会計学に
7)ヘンペル著，黒崎訳本前掲訳書 1頁
8) Williams and Griffin, op. cit., p. 147 
9) Webster's Third New International Dictionary, Unabridged, p.2371 
10) Richard S. Rudner, Philosophy of Social Science (Prentice-Hall, Inc., 1966) 
塩原勉訳「社会科学の哲学」（培風館昭43)15頁
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11) 
おいても複式簿記構造においてこの論理体系を有してきたし，またこの複式
簿記構造の説明，解釈にあたって用いられる公準や原則等の概念用具でもっ
て，数学等におけるような純粋形式体系としてではなくても，一応この特性
を備えてきた。
後者，すなわち演繹結果の事実との一致の意味での真理については，これ
まで検討してきたごとく，自然科学にはそのまま該当するようであるが，ヘ
ンペルによれば自然科学のみならず，すぺての経験科学に当て嵌まるとのこ
とである。なぜならば， 「経験科学はわれわれの住んでいるこの世界におけ
るできごとを調べ，記述し，説明し，そして予測しようとする。従って，経
験科学における命題は，われわれが経験する事実と照合されねばならず，そ
して経験的証拠によってそれ相当に支持されるときのみ受け入れられる」と
いう点ですべての経験科学は共遥しており，ただ「経験的証拠のえかたに遮
12) 
いがある」にすぎないからであるという。
会計学の領域においても最近ヘンペルの見方と軌を一にする見方，すなわ
ち自然科学と社会科学の区別を意識せず，それらを経験科学という一つの範
疇で把握し，演繹結果の観察可能な事象への一致を求める，上述でいえば自
然科学的方法を援用したアプローチをとろうとする傾向がいくつかみられる
13) 
が，ここでは会計学の問題に直ちに立ち入る前に，その予備的段階として，
従来，社会科学を自然科学から区別してきたことの意味を問うために，社会
科学の固有の特徴が何であるのかを概観しよう。
l1 社会科学の性質
ウイリアムスとグリフィンは，上述のように，ヘンペルの所説をもととし
11)スタンレーはこのことを「演繹的確実性の意味での客観性」とよんでいる。 (Curtis
Holt Stanley, Objectivity in Accounting, (The University of Michigan 1965), 
p.30) 
12)ヘンペル著，黒崎訳本前掲訳書1頁
13)例えば， A. A. A. the Committee on Accounting Theory Construction and 
Verification op. cit., p. 54並びに， Williamsand Griffin op. cit. 
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て理論検証の問題，特に自然科学におけるそれを理論についての真理規準と
して考察した後，自然科学におけるそのような理論検証と比較する意味で社
会科学の理論検証を検討している。その際，彼等はマハルプの論稿「経済学
における検証の問題」 (FritzMachlup, The Problem of Verification in Econo-
mies, The Southern Economic Journal. July 1955)を吟味することでもって社
会科学の理論検証の検討に替えている。
ところでマハルプは検証の語意を検討したのち，検証を次のように定義し
ている。われわれにとって最も適切な意味で検証とは，ある種の現象を観察
することによって，一組の資料を得ることができるかどうかということ，な
らぴに，この資料が当該硯象に関する固有の一組の普遍的仮説と一致しうる
1) 
かどうかということを明らかにするために設計された手続である，と定義し，
更に，かかる仮説の検証のためには次の 2段階からなる手続を踏む必要があ
るとしている。第 1は仮説と，事実にもとづく仮定とから演繹することであ
る。その際仮説は，事実にもとづく仮定とともに，推論されうるすべての
結論に結び付けられる。第2はかかる結論を，当該現象の観察から得る資料
2) 
と対比することである，とのべている。
このような検証の定義に照して経済理論を吟味すると，純粋経済理論も超
経験的経済理論も，前者は経済理論の仮定に経験的テストを課せるのではな
3) 
くて，予測される結果が仮定から演繹されるということのみを意図する点で，
また後者については，超経験主義者は思考の演繹体系に非常に懐疑的である
ので仮説の間接的検証，すなわち（当該仮説およびある事実にもとづく仮定
から）演繹された結果が信頼しうる観察資料にほぼ一致するということを示
すテストでもって，当初の仮説を検証する方法には満足せず，代ってすべて
4) 
の仮説の独立的検証を強調する点で，この検証の定義には適合しないとして，
1) Fritz Machlup, The Problem of Verification in Economics, Southern Economic 
Journal, July 1955, p. p.1-2 
2) Ibid., p. 4 
3) Ibid., p. 7 
4) Ibid., p. 8 
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I 
分析装置の利用モデル
右側は「純粋理論の機構」であり，左側は観察資料との一致が
テストされる独立変数及び従属変数に関する仮定である。
5) 
上のような検証過程の図式表示を展開する。
上の説明のように，右側は理論機構ないしは理論装置であるが，この機構
ないしは装置に関係する外部要因は，この装置に投入される要因とこの装置
から産出される要因である。前者が「仮定される事象の変化」であり，後者
が「演繹される事象の変化」である。すなわち，ここでいわんとするのは，
もしインプットされる変数を変えるならば，仮定される諸条件のもとで，ァ
ウトプットされる変数はいかに変化するか，を示すのがこの両者の関係であ
る。従って，両者の間には，前者が与えられると，理論機構を通して後者が
演繹される関係にあるために，前者が「原因」，後者が「結果」と見られてお
り，両者を関係付けるのが，理論機構であると考えられているが，とりわけ
この図の重要な点は「機構はわれわれの知性の構造であり，他方その機構が
5) Ibid., p. 13 
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説明あるいは予測の手段として役立つべきであるなら，仮定される事象の変
化および演繹される事象の変化は，観察された硯象すなわち観察資料に一致
6) 
すべきである，ということである」とマハルプはのべている。
ここではマハルプは，まず，自然科学と社会科学の区別を離れて，経験科
学としての特質を明らかにしようとしている。それは一方では，理論装置に
投入，あるいはそれから産出される要因が，経験界の現象の反映であるとい
うことであり，他方では，この理論装置が斉ー化された思考体系すなわち知
能構造 (mentalconstruction)であるということである。そして，この体系は
種々の構成要素からなる一つの装置あるいは構造と見ることができるのであ
るが，この装置が有用であるためには，この装置に投入される要因及びそれ
から産出される要因と観察現象との照合がなされなければならないのである。
7) 
マハルプはここでは理論機構の用途として説明と予測だけをあげているが，
別の文献において，この点について，更に詳しく次のように論じている。
「理論の用途は事実の発見，説明，予測及ぴ評定である。事実の発見におい
ては，理論は観察にもとづく事実から『推論にもとづく事実』を傍証する手
段であり，説明においては，理論は我々をある所与の事実から他の事実，す
なわち所与の事実の『原因』と見倣され，かつ観察もしくは推論された多数
の事実の中から選択される事実に導き，予測においては，理論は所与の事実
から，かかる事実の将来の結果に向かい，評定においては，理論は事実の価
8) 
値体系ないしは『目的』休系に繋ぐ」と。
6) Ibid., p. 12 
7)マハルプは説明と予測について，原因から結果に進むか，結果から原因に戻るかの
遮いだけで，論理的にほとんど差はない，とのぺている (Fritz Machlup, The 
Political Ecqnomy of Monopoly : Business, Labor and Goverment Policies, 
(Baltimore : The Johns Ho、pkinsPress, 1952), p. 455)が， 同様の指摘をラド
ナーも次のように行なっている。 「科学的説明の論理構造は科学的予測のそれと同
ーであり，両者のただ一つの差異は探究者の時間上の有利点という純粋に語用論的
な面での差異だけである」と（ラドナー著，塩原訳本前掲訳書91-92頁）
8) Machlup, Ibid., p. p. 454-455 
会計理論の特質（松尾） (433) 149 
これまで上図において，その機構と機構の外部要因との関係を見てきたが，
機構内部の諸構成要因間の関係については，概略次のように述べている。機
構を構成するすべての部分は，一般性の度合を異にする仮定ないしは仮説を
表わしている。まず基本的仮定は機構に固定した部分であり，その機構が何
であるかを決定する。従って，この仮定は機構全体の性格を変えなければ，
変更することのできないものである。これに対して，他の部分は条件仮定を
表わし，すべて互換的であるが，一般性の度合に応じて取替えの頻度を異に
9) 
する。その頻度はAほど高く， Cほど低いと。
このように見てくると，前節のヘンペルのネットワーク論が想起されよう。
というのは，マハルプの理論機構は，ヘンペルのネットワークと同様に仮説
の集合であり，機構へのインプット及ぴ機構からのアウトフ゜ットは，観察可
能な現象との照合が求められるからであり，そこにまた，前述の如<,マハ
ルプが経験科学としての特質を，まず，明らかにしょうとした意図が現われ
ているのである。そしてまた，このようにインプット，アウトプットに経験
界との照合を求める点に，マハルプが純粋理論を支持しない理由が求められ
るのである。
しかし，マハルプの理論機構の特徴は，その機構を構成する諸仮説が人間
行動に関する仮説であることである。たとえば基本的仮定として，人は自己
の機会を最大にしようと合理的に行動し，首尾一貫した順序で自己の選好性
を配列することができるとか，企業家は危険一定の条件のもとでは，より少
ない利益よりも，より多い利益の方を選ぶ，ということをあげ，また条件仮
定とは個人的特徴，技術的あるいは組織的背景，市場形態，持続する＇制度を
言い，当事者による多くの理論化を伴う解釈の伝達を通して以外，観察可能
な条件は少ししかない，としてそれらは個人ないしは諸個人の行動仮説を表
10) 
わしているとのべているのである。そしてこのことに，自然科学とは本質的
に相遮する社会科学たる所以があるのであるが，このような特徴を有する理
9) Machlup, The Problem of Verification……,p.12 
10) Ibid., p. p. 10, 14 
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論機構の性質を決定するのが基本的仮定なのである。この点について，基本
的仮定であることを意味する各種の表現法をあげたのち，マハルプは次のよ
うにのべている。
「自明性」・「不可避性」さらには「論議の余地なきこと」についての問題
は，たとえそれが自然現象の世界に関して生じたとしても，そのような問題
は人間行動の説明にどれほど適切であろうか。人間行動の説明にあたっては，
人が観察者であると同時に観察の対象なのである。このことが，実は，自然
科学と社会科学の本質的相遮なのである。後者では，事実すなわち「観察」
の資料がそれ自身，人間行動者により人間行動が解釈された結果なのである。
そしてこのことが，自然科学には存在しない要求を，社会科学に課せること
になるのである。すなわち分析を目的として構築された抽象モデルに用いら
れるすべての行動様式は，理想的行動様式として仮定された基礎的公準を通
して，われわれは分別ある人間行動を描きうるという意味で，われわれの大
11) 
部分にとって， 「理解可能」であるという要求である，と。
すなわち，社会科学が自然科学と基本的に異なるのは，両者が扱う認識対
象の質的相遮である。自然科学にあっては，その対象とする自然現象のもつ
意味を理解する，というようなことは考えられない。これに対して，社会科
学では，人間の行為を対象とするために，かかる行為がどのような意識のも
とに，どのような目的にもとづいて導き出されたのかを把握する必要がある。
言い換えれば，社会科学にあっては，認識対象とする人間の行為たる社会硯
1 2) 
象が，如何なる意味をもつのかを理解する必要がある。ここに，社会科学に
おける「基本的仮定」が，自明な，不可避な，さらには議論の余地なき命題
ではなく，理解可能な命題でなければならない所以がある，というのが彼の
主張の意味するところであろう。
11) Ibid., p. p.16-17 
12)社会科学と自然科学のかかる相進については，次の文献を参照されたい。
大塚久雄著「社会科学の方法」（岩波書店1966)58-64頁
山下勝治著「理論会計学」（巌松堂昭23)44-45頁355134,
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ところで，シュツはこの「理解可能性」の概念について，次のようにのベ
ている。人間行動を対象として理論を構築するには，まず行動の観察者の立
場からではなく，行動の主体者の立場からその行動が何を意味するか，すな
わち行動の主観的意味を見出さなければならないが，行動のかがる主観的意
味を見出すには，行動者の目的なり動機の意味理解が必要である。言い換え
れば行動者の目的なり動機の意味理解によって，行動者は彼の行動で何を意
13) 
味しているかが明らかになる，と。
かくして，対象とする事象そのものが人間の行為であるために，その行為
がどのような動機にもとづく現象であるのか，言い換えれば，かかる現象た
る行為が何を意味しているのかを理解することが社会現象認識の出発点にな
るのであるが，このような動機にもとづく現象が，他の人間の行為に対して
何らかの影響を及ぽすところに社会関係成立の帰因があり，このことは遡っ
て，かかる動機そのものも他によって執られた行為あるいは執られると期
待される行為に影響されている。更にいえば，他の自己に対する役割期待が
そのまま自己の行為の目的なり動機になることさえあるといえるのである。
ウエーバーは「社会的行為を解明しつつ理解し，これによってその経過と
14) 
その結果とを因果的に説明しようとする学問」として，社会学を定義するに
際して，このことを「社会的行為」と表硯し，次のように定義している。す
なわち， 「社会的行為とは行為者または諸行為者によって思念された意味に
したがって他者の行動に関係させられ，かつその経過においてこれに方向付
15) 
けられている行為をいう」と。そしてシュツは行為のこのような社会化は主
として「知識の社会的分布」によって可能であり，機能主義もこれによって
16) 
可能ならしめられるという。人間行動の科学的モデルにおける仮説は，かか
13) Alfred Schutz, Concept and Theory Formation in the Social Sciences,Journal 
of Philosophy, April 29. 1954, p. p. 266-269 
14)マックス・ウエーバー著， 阿閉吉男・内藤莞爾訳「社会学の基礎概念」（角川文庫
昭44)7頁
15)前掲訳書7頁
16) Schutz, op. cit., p. 269 
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る行動が行動者はもとよりその関係者にとっても理解可能なように設定され
17) 
ねばならない，とシュツがのぺる所以もこの前提の上に見出されるのである
が，この点すなわち「知識の社会的分布」を前提とした仮説の「理解可能性」
は，会計理論構築に際しても重要なのである。なぜならば，会計理論も会計
行為という人間の行為を対象とする以上，かかる行為の目的なり動機を「解明
しつつ理解」しなければならないけれども，かかる行為の目的なり動機は会
計行為の対象である経が行為に関する「知識の社会的分布」によって理解す
ることが可能ならしめられ，かかる理解可能な会計行為の目的なり動機に関
18) 
する仮説の設定により，会計理論の構築が可能になるといえるからである。
さて，このような理解可能性の要件が求められる基本的仮定の検証につい
て，ハマルプは「それは他の諸仮定とは切り離して，この仮定だけを独立的
に検証することは何ら要求できないけれども，経験的に検証可能な結論に到
達する上で重要なステップではありうる。このように断定するにあたって，
合理的行為の公準たる基本的仮定，すなわち一定の目的を最大に達成するこ
とを意図するという経済原則については，若干のコメントが必要であろう。
それは，この仮定を客観的な知覚経験によって，独立的に検証することが不
可能であるのは明らかだからであり，独立的検証が不可能であるのは，証明
による矛盾の摘出という操作的概念とはほど達い構成概念をもつ理想化とし
て，この基本的仮定が理解されうるからである。ただ，このように基本的仮
定が直接にテストできない，言い換えれば経験的研究によって論駁できない
という事実は，それの再検討，修正，廃棄の可能性がないということを意味
するものではない。この仮定の廃棄の可能性は十分にある。しかしそれは，
この仮定がその一部を形成している理論体系とともに廃棄され，かつより満
17) Ibid., p. 271 
18)このように，人間行為の社会的関係によって会計の本質に接近しようとする方法に，
会計理論の機能主義的アプローチがある。これについては井上良二稿「会計公準形
成方法への一提言」企業会計昭和47年 3月号及び，同「会計学における機能主義的
接近法」会計第101巻第4号（昭和47年4月）がある。
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19) 
足な体系がその位置に置かれる場合だけである」，とのべた後，かかる性質
をもつ基本的仮定にもとづいて形成される理論体系の演繹結果と現象との一
致の検証について，更に次のようにのべている。
理論の検証が，当該理論にもとづく予測が現実の出来事として発生するか
どうかをテストする形式をとるならば，そのような検証は，自然科学では可
能であっても，経済学では可能ではない。その理由は，経済学では，現実の
事象として， 「実験」を再生することができない (non-reproductibityof the 
"experiments、、)からである。けれども，このことは経済理綸を検証しようと
する，あらゆる試みの完全な挫折を意味するのではない。そうではなくて，
経済理論の大部分のテストは，反復可能な統制された実験との関連で可能な． 
ような検証よりも，むしろ例証（原文イタリック）に近い性格を有しており，そ
れは「抽象モデルによる，心的な実験 (mentalexperiments)-に依存せねばな
20) 
らない」ということを意味している。経済学における経験的テストを論ずる
21) 
場合，検証上のかかる限界を認識することが大切である，と。
かくして，マハルプは経済学における検証を論ずるにあたって，自然科学
におけるのと類似の理論装置を構築することによって経済硯象の科学的認識
を意図するが，他方で人間行為を対象とすることによる自然科学の場合とは
1.9) Machlup, The _Problem of Verification……,p.11 
20) Machlup, The. Political Economy••…·, p.447 
彼の主張の意図は，概念の証明にあたって，物理的な意味での実験的証明でもって，
総ての概念を一元的に検証することの困難性の指摘，ひいては心的実験を通して検
証される心的概念を， 物理的概念とともに併用することの必要性の強調， とりわ
け経済学にあっては，基本的概念（彼の図でいえば「基本的仮定」）への心的実験
の適用の強調， 従って経済理論の心的実験の重要性の強調である。 概念検証のか
かる二意性は，「方法論」という言葉には，物理的観察 (physicalinvestigation) 
と概念的観察 (conceptualinvestigation)という，二重の意味が含まれているこ
とを主張するウィットゲンシュクインの見解と軌を一にする見方である (Ludwig 
Wittgenstein, Philosopical Investigations, Basil Blackwell, Oxford, 1953, 
p. 225) 
21) Machlup, The Problem of Verification……,p.p.18-21 
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異なる仮説の性格の特殊性ならびに再生可能な実験の困難なことによる理論
検証上の制約を弁えておくことの重要性を強調しているのである。
マハルプのこのような見解に対してウイリアムスとグリフィンは，対象事
象が人間要因であるという社会科学を自然科学と対比した場合の事象の特異
性と実験の非再生可能性を認めながらも，それらは検証過程の結果を決定的
でかつ信頼できると人が考えることに関する差控えにすぎず，，そのような決
定的なことおよび信頼性は程度の問題である。 それよりも重要なのは， 研
究対象が研究者とは独立していることである。すなわち経済学者はある変数
（人，財貨，価値尺度等）の行動を記述し，説明し，そしてあるいは予測す
るが，その際経済学者はそのような変数に対していかなる直接統制も及ぽさ
ない。この意味で，研究上の問題は自然科学で経験する問題に本質的に類似
している。従って，われわれは基本的仮定は理論形成の棚泉であって，経験
的テストを受けない命題であり，かかるテストを受けるのはその下位命題で
あり，理論全体の検証は，演繹結果と観察可能な硯象との一致にもとづ<,
という自然科学で用いられるのと本質的に同じ検証手続が，経済学，更には
22) 
すべての社会科学でも十分に適用されると結論付けている。
かくして，彼等が自然科学に対する検証手続と同一の検証手続を社会科学
の理論に対して適用する根拠は，研究対象の研究者からの独立性にあること
になる。確かに，経験科学である限り，理論から引出された結論と現実の世界
で生起する諸硯象との照合は不可欠であり，そのことはかかる結論を抽出す
るまでの諸命題の検証にも通じることにもなるのであるが，かかる検証手続
の類似性でもって，すべての経験科学を一元的に論じうるか否かについては
懐疑的にならざるをえない。というのは，類似の検証手続をとりえたとしても，
対象が人間であるか否かは，理論の性格自体に重大な相遮をもたらすように
思えるからである，すなわち対象が人間行動であることにより，理論形成上の
仮説に対して求められる理解可能性の要件についてはすでに述べたが，更に
対象が人間行動であることによって，かかる行動について構築された理論が，
22) Williams and Griffin, op. cit., p. p.147-150 
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逆に理論の対象たる硯象としての人間行動を，当該理論に適合するように変
えていく側面，すなわち理論が現象に働きかけて，理論に合うように硯象の
変化を惹起する側面が考えられうるからである。そこではウイリアムスとグ
リフィンが主張する，現実界の諸事象の，研究者からの独立性の要件に対し
て，若干の補足説明を要求することになろう。すなわち彼等の論ずる現実界
の諸事象の，研究者からの独立性を前提とした理論検証を文字通り解せば，
硯実界の諸事象を所与として，理論モデルにもとづく実験によって，いかに
かかる事象を再生するかに当該理論の妥当性が係っていることになる。そこ
23) 
では「経験的現象が全能 (almighty)である」と考えられており，理論にはか
かる現象を変革する余地が残されていないと解釈されざるをえない。ところ
が，社会科学にこのことがそのまま該当するか否かは疑問である。なぜなら
23) Yuji Ijiri, Logic and Sanctions in Accounting, in Accounting in Perspective; 
Contributions to Accounting Thought by 0thダ Disciplines,by Robert R. 
Sterling and William F. Bentz, ed., (South-Western Pub., 1971), p. 6 
井尻教授は会計についてみた場合，かかる側面をもつ理論を会計政策とし，実務の
抽象としての理論を会計理論として上のような関係図を示されている (Ibid.,p. 5) 
24)ラボポートもこの点を仮定が硯象に及ぽす影響としてではあるが，次のように指摘
している。 「私が一つの惑星を見ていることはその物体に影響せず， その軌道の形
を仮定することがその軌道に影響することはなかった。このように事実とそれにつ
いてする観察や仮定を分離することは自然科学の基本的特質である。しかし，この
ことは人間事象については必ずしも同じでない。われわれが人間を観察し，その行
為についてする仮定は，しばしば人間行動に影響する」と (AnatolRapoport, 
Operational Philosophy : Integrating Knowledge and Action, (Harper & 
Brothers 1953)， 真田淑子訳「操作主義哲学一思考と行動の統合ー」（誠信書房昭
42), 158頁）
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ば社会科学で扱う現象は人間の行動である。現象たる人間行動には，人間
が作り上げた理論を吸収する余地が残されている。そこに理論が現象を変革
する可能性が存在している。もちろん，現象でもって理論を検証することに
より，理論の改善が要求される場合もあろう。いわんとするのは，現象たる
経験界の事実が与えられていて，理論はかかる事実発生の因果律を求め，か
かる因果律を辿ることによって得られる演繹結果が，当該理論の対象とする
現象との一致を常に求めることだけが社会科学の目的ではないということで
ある。社会科学にも，もちろん，そのように現象と演繹結果との一致でもっ
て，理論の妥当性を検証する側面もあるけれども，社会科学の理論には，逆
に，理論が現象を変える側面もあるということである。このような理論と現
象との相互補完関係によって人間の社会を発展させるところに社会科学の特
徴があるといえはしないか。社会科学がこのような役割を果せるのは人間が
人間の行動を研究することによって，かかる行動の動機に深い影響を与えう
24) 
るからであると思う。
従って，社会科学の理論においては観察しうる硯象との一致のみを目差す
のではなくて，逆に理論が硯象を指導する作用をも持ち合せていることを認
識しておくことが重要である。
以上，マハルプの主張を手掛りとして，社会科学における理論の性質を検
討してきた。要するに，マハルプの主張は科学としての理論における演繹性，
経験科学としての理論体系におけるインプット，アウトフ゜ットの経験的検証
の必要性，社会科学としての理論体系への人間要因導入の不可避性を主張し
た見解であると整理することができる。そして，実は，これらの要件は会計
理論にも必須の要件なのである。
『 会計理論の性質
前節において，社会科学の特徴が人間要因を理論に導入する点にある，と
いうことを見た。そうすると会計学も社会科学であるためには，このことが
当て嵌まらなければならない。この点についてマウツは， 「もし会計学が社
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会科学であろうとするなら，それは価値判断について，より多くの責任を引
受けなければならない」とのべたのち， LIFOとFIFOの選択問題を例にあ
げて「これらいずれか一方が，他方より優れているという選択は価値判断で
ある。もし会計学が社会科学の地位を得ようとするなら，それはそのような
1) 
決定のための基礎を提供せねばならない」とのべている。
マウツがいわんとするのは，会計学の対象が会計行為という価値判断を必
要とする人間の営みである以上，かかる価値判断に対して，何らかの指針を
与えるのが会計学の役目であるということであるが，このことは，会計理論
を構築しようとするに際して，会計という行為が意医する目的を明らかにし
なければならないことを意味している。
ところで，本来，人間の行為の目的は主観的ではあるけれども，かかる目
的が行為の社会的関係によって形成されていると解釈することによって，か
かる目的が理解可能になるというのが前節のシュツの見解であった。このこ
とは会計目的にもあてはまり，会計目的は会計行為の観察者の立場から理解
可能でなければならないことを意味している。すなわち会計行為の目的の
2) 
「内部観点から外部観点への移行」である。そしてこのように人間の行為を
対象とする会計学にあっては，その理論構築にあたって，かかる行為の目的
を前提とすることが必要であることを意味している。前述のマハルプの基本
的仮定も，経済理論の対象である経済行為者のこのような目的観と見ること
ができよう。そしてこのことは，社会科学における理論形成にあたっては，
目的観の設定がその出発点になることを意味しており，このことがひいては，
目的すなわち基本的仮定の修正・廃棄が，マハルプのいうように，理論体系
全体の修正・廃棄にも繋がることを意味している。更に重要なことは，この
ような目的観の設定は，かかる目的にもとづいて構築された理論体系からも
たらされる結果の目的達成度合の検査を要求することである。ディバインも
1) R. K. Mautz, Accounting as a Social Science, Accounting Review, April 
1963, p.323 
2)青柳文司著「会計学の原理」（中央経済社昭43)110頁
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会計がサービス活動であるというのはしばしば耳にする。しかしそのために
は，遂行しようとするサービスの目的を明らかにすることがまず第 1の仕事
である。すなわち，そのようなサービス活動としての会計の理論体系を構築
するには，遂行するサービス職能の目的を設定することが最初の仕事である，
と述べて，たとえば減価償却について，真空の状態で，すなわち目的を明確
3) 
にせずに論ずることは知的努力のはなはだしい浪費であると述べている。そ
してディバインは，この目的の決定およびその性質について次のように主張
している。
会計目的の決定は，社会の一般的な価値判断の休系に求めなければならな
ぃ。なぜならば，正確かつ信頼できる情報を提供することによって，利害者
集団間の持分の保護を助けることに対して，会計学はある責任を与えられて
いるからである。会計学が自然科学と異なるのは，自然科学が通常持ち合わ
せていない社会的価値判断の体系という規範的・心理的側面をもっているこ
4) 
とにあると。
このようにマウツやディバインの主張に明らかなごとく，会計学が社会科
学たる所以は，会計学が対象とする所謂「硯象」に人間の価値判断が浸透し
ているために，会計学の理論形成にあたっては，かかる要因を汲み取らなけ
ればならないところにあるといえよう。このように論述するにあたって注意
すぺき点は，会計学が社会科学であるためには人間の価値判断の側面を扱わ
なければならないが，そのことから会計学がかかる側面のみを対象とするだ
けで足りる，ということを意味しているのではないということである。会計
学が対象とする会計行為とは，経営者の意思を反映して企業の経済現象を描
写することである。そこにあるのは財貨・用役の物的状況を中心とする事実
の世界である。すなわち会計学が対象とする会計行為は，企業の経済現象と
いう事実の世界を対象として，かかる対象を会計的にいかに解釈して企業の
3) Carl Thomas_ Devine, Research Methodology and Accounting Theory Forma-
tion, Accounting Review,・ July 1960, p. p. 397, 399 
4) Ibid., p. p. 394-399 
会計理論の特質（松尾） (443) 159 
経済現象を描写するかどいうことが，会計という行為に課せられた任務なの
である。従って，そこには物的状況を中心とする事実の世界が広がっている。
そうすると会計という行為が物的状況を中心とする事実の世界を扱う以上，
かかる行為に指針を提供する会計理論もこの事実の側面を反映せねばならな
い。このことは，目的として前提されたものを最大限達成するためには事実
の側面をいかに反映しなければならないか，を会計理論は提示しなければな
らないことを意味している。そしてまたこのように会計理論が事実の側面を
扱うところに，理論の経験的検証の必要性も生じてくると思われる。しかし
他方では会計がこのように物的状況を中心とする事実の世界を対象とするた
めに，時としてかかる対象の自然科学的に客観的な認識を会計学に要求する
ことになる。確かに，自然科学的精緻性をもってする対象の認識は会計理論
の発展に大いに寄与するであろう。しかしこのことは，同時に，会計理論は
自然科学的に客観的でなければならないということを意味するものではない。
というよりも，むしろ，会計理論は自然科学的客観性を意図することはでき
ないという方が正しいだろう。なぜならば，会計理論の対象たる会計が物的
対象を認識する場合，当該対象の自然科学的認識を意図するのではなくて，
当該対象に対して人間行為が附与する意味との関係において扱うからである。
より具体的にいえば，当該対象が当該企業に対して有する経済的意義との関
係において認識するからである。従ってそこには，経済的意義に関する会計
上の判断にあたって，ある種の価値判断が介入せざるをえない。青柳教授は
このことを「会計上の判断は，事実と価値の組み合わせに立脚する当為判断
5) 
である」といわれる。
とにかく会計学は対象の自然科学的研究を目指すことはできず，．かかる対
象と当該対象を扱う人間行為を考慮に入れなければならないことに留意する
必要があろう。ベッドフォ ド・ドバッチは，前述の会計目的の設定は社会
の一般的な価値判断の体系に依存するというディバインの見解に反論して，
6) 
会計職能論をめぐって誌上論争を展開した。彼等は，社会の変遷絶えざる価
5)青柳著前掲書109頁
160 (444) 会計理論の特質（松尾）
値体系を定義しようとする試みが，会計の中心職能の一部であるとは思えな
ぃ。会計職能の存在に固有のものは稀少性の概念である。会計目的としてど
のような目的を設定しようと，特定の目標の達成のために稀少資源の委託が
予想されるか，もしくは硯実に委託されている時に会計が必要になる，との
7) 
べている。彼等の見解の主旨は会計への価値観の介入の除去とまではいかな
くとも，少なくとも価値観を会計の中心に据えることへの反対と，会計とい
う行為が対象とする企業の経済的硯実の重視，更にいえば，そのような経済
的現実が置かれている，資源の稀少性という事実に着目することの重要性の
強調である。確かに，会計は資源の稀少性に著しく影響を受けている。より
明確にいえば，彼等のいうように会計を必要ならしめている根源まで遡れば，
資源の稀少性に辿り着く。しかし，だからといって会計学は資源の稀少性を
直接の対象とはしない。資源の稀少性を直接の対象として，それの効果的な
8) 
利用を研究するのは，サムエルソンのいうように経済学であり，また資源の
稀少性を前提として，それの効果的な運用に直接携わるのは経営者である。
会計はそのような資源の利用に関する管理の効果性の指標を与えるにすぎず，
従って会計学ないしは会計理論はそのような効果性の指標を提示するための
指針を提供するにすぎない。すなわち資源の稀少性は会計学に影響を及ほす
けれども，会計学の対象たる会計は企業の経済現象すなわち資源の効果性を
描写することであり，当該企業にとってはかかる資源の稀少性は，企業の経
済活動を統御する，企業を取り巻く環境要因と考えられる。かくして資源の
稀少性は会計理論構築にあたっては，ィリノイ大学スクディー・グループが
9) 
指摘するような「会計に影響を及ぽす環境条件」として把握されることにな
る。
6) Norton M. Bedford and Nicholas Dopuch, Reserch Methodology and Account-
ing Theory-Another Perspective, Accounting Review, July 1961 
7) Ibid., p. p.355, 359 
8) Paul A. Samuelson, Economics, Eight ed. (McGrow-Hill Book, 1971) p. p. 
16-17 都留重人訳「P.A. サムエルソン経済学上［原書第8版J」（岩波書店1971)
31-33頁
会計理論の特質（松尾） 161 (445) 
とにかく会計の対象たる企業の経済硯象は，財貨・用役という物的状況を
中心としているけれども，かかる経済現象の会計的認識にあたって，ある種
の価値観なり理念が浸透してくることになり，そしてそのような価値観なり
理念が，前提とされる会計目的観に支えられて，事実と価値の総合としての
会計上の判断が形成されることを考えれば，会計に対して対象の自然科学的
に客観的な認識を期待するわけにもいかないことが明らかになろう。．また反
面このように会計の対象領城に物的状況を中心とする事実の世界がある以上，
人間的側面の倫理的要因のみをもって会計理論を構築するわけにもいかない
ことも明らかになろう。重要なのは，会計上の判断が人間的要因と物を中心
とする事実の世界の組み合わせ，より誇張していえば，会計行為の結果たる
会計諸表は，かかる行為の対象たる経済蜆象を会計的に解釈した価値判断の
結晶であるということの認識だろう。
ホンバーガーは原価を例にとって， 「ある特定の企業にとって資産の原価
の額は取得の時および場所に依存するだけでなく，売手と同様，買手の判断・
希望・不安・選好にも依存する。原価は，測定値として，これらの要因との
関係で主観的であるけれども，それはまたその時の市場価格を反映する範囲
内で客視的である」とのべて， 「資産と負債，収益と費用に付される財務価
値は性格的には物理的というよりもむしろ社会的である。それらは社会的存
在としての人間の判断や選好に依存し，それに従う」とのべていi0)。そして
このような社会的行為としての会計を青柳教授は「自然科学における“人”と
異なり，会計における測定者は周囲の環境によって，さまざまに動機づけら
れる。対象を正確に測定しようとする以外，いろいろの動機が測定心にはい
り込む。あえて粉飾や糊塗といわずとも，測定値がいかに利用されるかの目
9) A Study Group at the University of Illinois, A Statement of Basic Account-
ing Postulates and Principles, (The Board of Trustees of the University of 
Illinois 1964), p. 5 
10) Richard H. Homburger, Measurment in Accounting, Accounting Review Jan. 
1961, p; p. 96-97 
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的観がこの操作の態様を決定する。会計人 (accountant)という‘‘人”を忘れ
11) 
て会計即測定の自然科学的確証感に走る傾向は避けたい」と説明される。
かくして，会計がこのように社会的性質を帯ぴている以上，かかる会計と
いう行為に指針を与える会計理論も，かかる側面を有さざるをえない。これ
12) 
がディバインをして「会計は社会的利害によって色付けられている」といわ
しめた所以であろう。そしてこのことが， 「社会的存在としての人間」の行
為の目的の前提のもとに，かかる目的に適した資料の作成を可能ならしめる
ような理論の構築を求めることになるのである。
vむすび
以上，社会科学としての会計学における理論の特質を，それが人間行為の
目的観に結ぴ付けられることを見た。それは極論すれば目的に対する手段の
1) 
休系，より適切にいえば手段選択の指針ともいえる。しかしながら会計学の
対象たる会計は人間行為のみから形成されているのではない。会計は企業の
経済現象という硯実面を対象にする。かかる硯実面は種々の環境条件のもと
に営まれている。ベッドフォード・ドバッチのいう稀少資源はその一つであ
る。従ってそのような環境条件を前提にして営まれる経済現象をいかに正し
く反映するかという側面が会計にはある。このことは会計行為に対して指針
を与える会計理論は，このような企業の現実面の正しい反映という側面を汲
み取らなければならないことを意味している。従ってここに，理論に投入さ
れ，産出される資料のかかる現象との対応関係の検証が必要になる。更にま
たウエプスターの定義にあるように，会計理論に限らずすべての「理論」に
11)青柳著前掲書4頁
12) Devine, op. cit., p. 397 
1)会計理論を目的・手段の休系として考察した文献に， リトルトンの「会計理論の構
造」がある。彼は，そこでは，理論の性質に関する最近の分類でいえば，記述的ア
プローチ (descriptiveapproch)をとっている。 (A.C. Littleton, Structure of 
Accounting Theory, A. A. A. Monograph No. 5 (A. A. A.1953)大塚俊郎訳本
「会計理論の構造」（東洋経済新報社昭30))
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求められる要件である，理論自体が脈絡ある体系を呈しているか否かのテス
ト，すなわち理論の論理一貫性が会計理論にも問われることになる。
このような会計理論が自然科学の理論と相遣するのは，会計理論の対象た
る会計という行為そのものがある種の価値観なり理念に支えられた行為であ
るが，そのような会計行為を支える価値観なり理念は，当該会計行為が対象
とする経済現象についてのある種の社会的な動機に裏付けられた行為として
発現するために，会計理論形成に前提とされる会計目的は，そのような会計
行為を導き出す動機についての理解可能な命題でなければならないという点
である。このことが目的観の前提のもとに，目的に適合する資料の作成を可
能ならしめるような会計理論の構築を望む所以である。そしてまた，このよ
うに対象が人間行為であるところに，理論が対象にインパクトを与えて対象
そのものを変革する余地が残されており，この点は対象たる自然現象を所与
とみて，かかる現象の発生原因を究明し，原因・結果の因果律を設定して理
論形成を行ない，かかる理論結果の現象との一致を求めて，絶えず理論の妥
当性を検証しようとする自然科学の理論との大きな相遮である。
もちろん，このような論述は，目的を重視して，企業の経済現象という硯
実面の反映を蔑ろにすることを意味しない。目的の達成は現実の諸条件のも
とに可能となるからである。従って問題は目的に適うべく，企業の経済現象
という現実面をいかに反映するかという点である。
会計理論の特質を論述するに当って明確にせねばならない次の点は，会計
理論を構築する会計学の対象たる会計は，経済現象を対象とするために，同
じく経済現象を対象とする経済学が構築する経済理論とはいかに異なるのか
という点である。これまで論述してきたごとく，会計学の対象たる会計は経
済硯象を対象とするけれども，それはいかにしてかかる経済現象を描写する
かということの意味において対象とするのであって，いかにしてかかる経済
現象を効率的に操作するかということの意味においてではない。もちろん，
会計が行なうそのような経済現象の描写が，かかる経済現象の効率的操作の
資料として，経済硯象の操作に一役を担うのは事実であり，またそこiこ会計
1糾 (448) 会計理論の特質（松尾）
における有用性の一面を見ることができるのであるが，それでもなお，そこ
では会計方法によって作り出された資料が，そのような経済硯象の効率的操
作の手段として利用されるのであって，会計に与えられた任務はあくまでも
特定の組織休の経済現象を写し取ることである。かくして，ここに会計学が
行なうのは，そのような経済現象の描写の指針としての会計理論を構築する
ことであることが明らかになる。
以上のような会計理論の特質が明らかになると，そのような会計理論が方
法論的にいかなる性質を有しているのか，記述的 (descriptive)なのか規範的
(normative)なのか，また目的観を前提とするといった場合，その目的にはど
のようなものがあるのか，目的達成のための手段を統御する要因にはどのよ
うなものがあるのか等が検討されねばならない。これらの問題はいずれも非
常に重要な問題である。それにもかかわらず，これまで論述してきたような
会計理論の特質は，これらの問題の解決に著しい影響を及ぽすものと考える。
従って今後の課題はこのような特質を前提にして，上記の問題をいかに解決
するかという点にある。
